
「社会政策としての
住宅のありかたを明確に」
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住宅カンパニープレジデント］
　昨年末、第二次安倍内閣
が発足し、大胆な金融政策、
機動的な財政政策、民間投
資を喚起する成長戦略の
「３本の矢」で、長引くデ
フレ・円高から脱却し、雇
用や所得の拡大を目指すこ
と、また国土強靭

じん

化の推進
等で、国民の暮らしの不安
を払拭し、安心社会をつく
ることが示されました。
　住宅業界は、少子化による人口減少、急激な高齢
化、雇用環境の変化を背景に平均年収の減少、単身
世帯の増加など家族の在り方の変容などの社会的
な状況への対応の他、東日本大震災からの復興や、
将来想定される南海トラフ巨大地震への備えとし
て防災や減災など、大きな役割が期待されていま
す。
　国の住宅政策として、省エネ住宅の普及促進（ゼ
ロエネルギー住宅）、高齢者にやさしい住宅促進
（サービス付高齢者住宅）、中古流通、リフォーム
市場の活性化（2020 年までに市場規模を倍増：20
兆円）、耐震改修、建替促進（耐震化率目標平成 27
年９割）等が進められています。かつての住宅すご
ろくは形を変え、でき得る限り住み続けられる住ま
いの実現が求められています。住宅は量から質へ、
資産形成からフロー化へ、単なるモノの提供に留ま
らず住生活サービスの提供までと、大きく変容する
ことになります。
　住宅は、社会生活の基盤であり内需の柱と言わ
れ、日本の安全・安心でクリーンな社会を支える社
会資産です。単に住宅を量産するという時代は終
わり、環境問題への対応、省エネの要請、加齢やラ
イフステージの変化への対応、安心・安全なコミュ

ニティーを実現する住まいが求められています。何
れも幅広くかつ大変重要な課題ですが、住宅建築
やリフォームを担う我々の裾野の広さを活かして、
健康的な暮らしを維持しつつエネルギーを上手く
使う安心・安全な社会の実現に、積極的に取り組ま
なければなりません。
　中でも耐震性の高い建物への建て替えは、住まう
人にとって大変負担の大きいものですが、耐震性能
が劣る建物はまだ約 1000 万戸あり、一刻も早い対
策が必要です。
　一方、少子化の影響で人口減少が加速する中、都
市部での高齢者は急速に増大します。特に独居の高
齢者の増大は、既に社会問題化しています。高齢者
にやさしい住まいや住生活サービスの提供にとど
まらず、都市・市街地の構造自体のありかたも課題
となります。
　それらの実現には、社会政策としての住宅のあり
かたを明確にし、住む人の意識も変わるような抜本
的な取り組みが必要であり、その枠組みの中でこれ
からの住宅に関わる税制や金融がどうあるべきか
という議論が必要と考えます。多くの人が、環境に
やさしく安心・安全に永く住み続ける住まいの実
現に積極的に取り組めるよう、各種補助金や税制・
金融などでの支援をお願いするとともに、軽減税率
の適用など抜本的な政策の実現に力を合わせてい
きたいと思います。
　最後になりましたが、この先１０％以上の消費税
率も視野に入る中、今回、ローン減税の拡充に加え、
住宅取得に係る給付措置が与党合意されましたこ
とは、大いに評価するものであり、実現に向けた関
係の方々のご尽力に感謝いたします。
　今後は、景気の拡大を確実にするためにも、日本
の内需の柱である住宅業界、また住宅取得者にとっ
てこれ以上の負担増とならないよう、軽減税率の適
用を求めて取り組んでまいる所存です。

豊かな住生活をめざして─
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10月は住生活月間
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◇平成 25 年 7 月度
　「経営者の住宅景況感調査」結果
　表 1は、平成 25 年 7 月に実施した単純集計です。
また、調査毎の単純集計を住宅景況感判断指数で表
しており、この指数は「良い」との回答割合から「悪
い」との回答割合を差し引いた数値です。

平成 25 年 7 月度経営者の住宅景況感調査集計結果
○調査期間　平成 25 年 7 月上旬
○調査対象　�住団連法人会員 18 社の、住宅の動向

を把握されている経営者
○回答数　　18 社

○印の数字は、最も回答が多い。

１．景況判断指数からみた傾向
　【受注全体】
　平成 25 年度第 1四半期（平成 25 年 4 ～ 6 月）実
績の景況判断指数は前年同期比で、総受注戸数プラ
ス 87 ポイント・総受注金額プラス 93 ポイントと、
受注戸数は 9期連続、受注金額は 14 期連続してプ
ラスという結果であった（前 4月度総受注戸数プラ
ス 67・総受注金額プラス 78）。全部門で前年比大幅
増で、プラス幅がさらに拡大している。
　この実績に対するコメントでは、「消費増税前の
駆け込みは、検討の契機とはなっていると見られる
が、まだはっきりとした動きとは認識できていな
い」としながらも、「市場の好転により、融資金利
等の上昇気配が後押しとなった。消費税の増税影響
も建築動機の要因となっている」、「新商品発売や販
促キャンペーン、金利の先高観により受注が堅調に
推移。戸建の受注単価も上昇傾向」、「景況感の改
善や金利・物価の先高観を背景に、来展を中心に
集客が増えるなど住宅を検討する顧客は多い」、「第

1四半期過去最高を達成し好調」、「市場は全体的に
上向き始めている。単価も高水準を維持。金利先高
観、株価上昇に見られる景気浮揚に対する期待感が
住宅受注の後押し要因となっている。また、消費
税増税による駆け込み需要も顕在化している」、「好
景気により全体活性化」、「良化傾向」、「ユーザーの
動きが活発になり受注促進」など、プラス基調が鮮
明なコメントが多く見られた。
　平成 25 年度第 2四半期（平成 25 年 7 ～ 9 月）見
通しの景況判断指数は、総受注戸数プラス 97 ポイ
ント・総受注金額プラス 93 ポイントと、受注戸数・
金額ともに引き続き大幅なプラスの見通しとなっ
た（前 4月度総受注戸数プラス 81・総受注金額プ
ラス 78）。
　この見通しについてのコメントは、「消費税アッ
プの指定日（9月末）に向け、市場全体が大きく動
く気配」、「新商品発売、販促キャンペーンや金利先
高観に加え、増税前の需要増により受注が堅調に推
移すると予測」、「上期については、このまま好況が
続く可能性が高い」、「9月までは全体的に好調が続
くと見ている」、「消費税増税前の駆け込み需要によ
り大幅に受注が伸びる。単価も前期に引き続き環境
機器搭載率の増加により上昇する」、「戸建注文住宅
の消費税増税駆け込み需要の影響が大」、「良化傾
向」、「全体的に上昇基調を見込む」と、消費増税の
駆け込み需要も含め、増加傾向が継続するとの声が
多く聞かれ、各部門ともほとんどの企業が 10％以
上良くなりそうと回答しており、全体としてもプラ
ス基調が継続・拡大するとの見通しを立てている。

各社経営者による住宅景況判断指数の推移
（H25.�7 月調査）

実線：調査時点の対前年同四半期比景況判断指数の推移
点線：向う 3ヶ月の対前年同四半期比景況見通し判断指数の推移

（表１）



２．新設住宅着工戸数の予測
　平成 25 年度の新設住宅着工戸数の予測について
は、回答した 17 社の予測平均値が、総戸数 93.3 万
戸（前 4 月度 92.1 万戸）で前回より微増の予測結
果となった。
　利用関係別では、持家が 34.3 万戸（前 4 月度
34.1 万戸）、分譲住宅 26.1 万戸（同 25.7 万戸）、賃
貸住宅 32.5 万戸（同 32.1 万戸）となっている。

３．住宅メーカーの経営指標について
　向こう 6カ月間の住宅メーカーの経営指標となる
下記の項目について、各社の経営者にアンケートを
行なった。その結果は次のとおりである。

◇ 住団連からのお知らせ
　（一社）住宅生産団体連合会では、事務局を 7月
29 日から下記の住所に移転いたしました。

記
〒 102-0085
東京都千代田区六番町 3番地　六番町 SKビル 2階
　　　　　　　　　　TEL�03-5275-7251 ㈹
　　　　　　　　　　FAX�03-5275-7257
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＜委員会活動（6/16 〜 7/15）＞
○住宅性能向上委員会 SWG1�（6/18）� 10:00 ～ 12:00
　・�住宅のエネルギー性能の表示のあり方について
の住団連案検討について

○基礎・地盤技術検討分科会�（6/18）� 13:30 ～ 18:00
　・�基整促に関する国交省ヒアリング報告
　・�浦安市における液状化対策実証実験成果報告に
ついて

　・�各委員より報告
○広報連絡会� （6/20）� 16:00 ～ 17:30
　・�９団体広報窓口との情報交換
　・�各団体広報誌の紹介
○消費者制度検討委員会� （6/21）� 13:30 ～ 15:30
　・�震災復興と不動産問題について・・・・・・・

匠総合法律事務所　内田弁護士
　・�自社のお客様住宅関連情報より報告・・・・・・

セルコホーム　杉浦委員
　・�政策動向について・消費税導入に係る特別措置
法の概要他

○住宅性能向上委員会 SWG2�（6/24）� 15:30 ～ 18:00
　・�住宅性能評価表示制度における必須選択見直し
の住団連提案について

○住宅性能向上委員会WG� （6/27）� 10:00 ～ 12:00
　・�平成 25 年度 SWG活動の推進について
　・�政策全般における直近の動向について・・・・

国土交通省住宅生産課
　・�「低炭素建築物認定制度向けの建材等ポータル
サイト」について・・・評価協

○住宅取得に係る給付制度説明会
� （6/27）� 13:30 ～ 14:30
　・�住宅取得に係る給付措置についての自由民主
党・公明党の合意内容について

　　①給付額�②給付対象について�③周知について
○建築規制合理化委員会WG�（7/2）� 10:00 ～ 12:00
　・�平成 25 年度規制合理化要望審議
　・�建築基準制度部会への意見書の補強について
○温暖化対策分科会� （7/2）� 13:30 ～ 16:00
　・�家庭エコ診断制度について�
（環境省�地球環境局�地球温暖化対策課�国内削
減係長　佐竹�輝洋�氏）

　・�省エネ基準（新規）関連�一次エネルギー消費
量の評価・表示の方法について�検討状況

○第 221 回運営委員会� （7/9）� 12:00 ～ 13:30
　・�専門委員会委員の推薦に関する件
　・�平成 24 年低層住宅の労働災害発生状況報告書

について
　・�平成 25 年度産業廃棄物適正処理講習会の開催
について

　・�ＩＨＡ中間会議参加報告について
　・�９月度運営委員会について
　・�事務所移転スケジュールについて
○環境管理分科会� （7/9）� 14:30 ～ 17:00
　・�省エネ基準（新規）関連�一次エネルギー消費
量の評価・表示方法の検討状況について

　・�住団連の低炭素社会実行計画について
　・�家庭エコ診断制度について
　・�「大手住宅メーカーの地域別生産ポテンシャル
に関する調査」について

○住宅税制・金融委員会� （7/11）� 15:00 ～ 17:30
　・�平成６年度住宅・土地関連税制改正・住宅関連
予算要望（案）の取りまとめについて

　・�今後のスケジュールについて
○工事ＣＳ・労務安全管理分科会
� （7/11）� 15:30 ～ 17:30
　・�仮設工業会の活動について
　・�書籍【安全指示をうまく伝える方法（～言った
つもり、聞いたつもりの勘違い～）】に係わる
講習会の開催について

　・�「こうすれば助かる」の改訂について
　・�社会保険加入推進・啓発ビデオについて
　・�iPad を使用したKY教材開発について
　・�「足場からの墜落防止措置の効果検証・評価検
討会（仮称）」について

　・�冊子「社会保険って何」ご意見・ご指摘への回
答について

　・�技能労働者の確保に向けた標準見積書の活用等
による法定福利費の確保を通じた社会保険未
加入対策の徹底等について

○成熟社会居住研究会� （7/12）� 13:00 ～ 16:00
　・�㈱リクルート住まいカンパニー／矢部様よりご
講演、「成熟社会における住宅流通を考える」

　・�㈱吉武都市総合研究所より、「民間賃貸住宅管
理会社による空き家活用に関する課題」の報告

　・�明治大学／園田教授より、住宅・住まいWeb
「高齢社会とすまい・まち」の運営方針変更の
ご提案


